
地域医療連携推進法人の活動状況の確認について 

（「医療連携推進方針」の同意に当たっての条件案） 

 

【現状】 

地域医療連携推進法人の認定制度は、地域医療構想を達成するための一つの選択肢として創設

された制度であり、大阪府では、その認定にあたっては、保健医療協議会（地域医療構想調整会

議）の意見を聴いたうえで、医療審議会（医療法人部会）に諮問することとしている。 

一方、認定後の当該地域医療連携推進法人の活動が、地域医療構想の達成及び地域包括ケアシ

ステムの構築に資する役割を果たしているか、保健医療協議会において確認する手法がない状況

となっている。 

 

【保健医療協議会が地域医療連携推進法人の活動状況を確認する手法（案）】 

・地域医療連携推進法人に、保健医療協議会の求めに応じ、その活動状況等を報告させる。 

・保健医療協議会は、地域医療連携推進法人の活動状況を確認し、必要に応じ、意見を述べる。 

具体的には、次の２点とする。 

① 定期報告 

理事会・社員総会の承認を受けた事業報告書等及び地域医療連携推進評議会の評価の報告 

② 随時報告 

保健医療協議会の求めに応じ行う活動状況等の報告 

 

 

⇒ 地域医療連携推進法人の策定する「医療連携推進方針」の同意にあたっては、上記の

とおり、同法人に、保健医療協議会の求めに応じその活動状況等を報告させることを

条件としてはどうか。 

 

 

（参考） 

〇 医療連携推進方針の公表（国通知「地域医療連携推進法人制度について」） 

地域医療連携推進法人は、医療連携推進方針を常にインターネット等において公表すること。 

〇 業務実施状況についての評価結果の公表等（法第 70条の 13） 

地域医療連携推進評議会は、地域医療連携推進方針に記載している目標に照らし、業務の実施

状況について評価を行い、必要があると認めるときは、社員総会及び理事会において意見を述べ

ることができる。（法第 70条の３第 16項） 

 地域医療連携推進法人は、上記評議会の評価を公表しなければならない。 

また、地域医療連携推進法人は、評議会の意見を尊重する必要がある。 

〇 大阪府知事への事業報告書等の届出（法第 70条の 14において準用する法第 52条） 

地域医療連携推進法人は、毎会計年度終了後３月以内に、事業報告書等、監事の監査報告書、

公認会計士等の監査報告書を大阪府知事に届け出なければならない。 


